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　　ディスプレイ市場の今後について
　　（補論：有機ＥＬの概要、カーボンナノチューブの概要）
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はじめに
　技術調査室では、技術調査レポート（統計・研究システム編）とともに、個別技術の動向について「

技術調査レポート（技術動向編）」として省内外に情報提供することとしております。今回は技術動向

編の第１号として、フラットパネルディスプレイを取り上げました。

　今後、さらに内容を充実させてまいりますのでご意見・ご感想などを技術調査室までお寄せ下さい。

今回のレポート内容
　①　ディスプレイ用デバイス市場は、新技術とフラットパネル化により、２０００年の約５.１兆円か

　　ら２０１０年には約１２兆円に拡大。

　②　需要の中心の中小型市場では、液晶と有機ＥＬとの激しい競争。

　③　フィールド・エミッション・ディスプレイも将来有望。

　④　韓国をはじめとした国際競争は激化。

　なお、本レポートのとりまとめでは「技術動向調査委員会」（委員長：岸輝雄物質・材料研究機構理

事長）における検討結果を参考にした。
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図表１－１　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し（試算）図表１－１　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し（試算）図表１－１　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し（試算）図表１－１　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し（試算）

注：試算に用いた仮定等については、次頁の図表１－２を参照。

（経済産業省技術調査室にて推計）

• 　世界のディスプレイ用デバイスの市場は、現在（２０００年）の約５.１兆円から２０１０年
には約１２兆円に拡大する。これは、フラットパネルディスプレイによる市場拡大の効果であ
り、技術進歩による価格の低下を織り込むとともに、ペーパーディスプレイや照明パネルを含
まない予測である。

• 　規模別に見ると、中型（中小型テレビ、パソコン）の市場が、約８.１兆円と最も大きな市場
であり、大型（３０インチ以上。大型テレビ）の市場は、約０.３兆円から約１.５兆円へと伸び
が大きい。

• なお、ブラウン管のニーズは減少すると見られており、フラットパネルディスプレイのみの市
場は、現在（２０００年）の約２.７兆円が約１０兆円程度へと大幅に拡大する。



＜＜ディスプレイ用デバイス市場の現状（２０００年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の現状（２０００年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の現状（２０００年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の現状（２０００年）＞＞ ＜＜ディスプレイ用デバイス市場の見通し（２０１０年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の見通し（２０１０年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の見通し（２０１０年）＞＞＜＜ディスプレイ用デバイス市場の見通し（２０１０年）＞＞
（単位：千億円）

①ＴＶ用（中小型、大型）①ＴＶ用（中小型、大型）①ＴＶ用（中小型、大型）①ＴＶ用（中小型、大型） ＣＲＴ 液晶
＜国内＞ ＴＶ（全サイズ）の国内市場 約３．４百万台 ＜世界＞ 中小型用 ２９ｲﾝﾁまで 約１６６百万台 約２５千億円約２５千億円約２５千億円約２５千億円

（機械統計） 大型用 ３０ｲﾝﾁ以上 約２２百万台 約１５千億円約１５千億円約１５千億円約１５千億円
＜世界＞ （仮定１）　テレビ全体でＯＥＣＤ諸国で、２人で１台、５年で買換え、

中小型用 ２９ｲﾝﾁまで 約１３３百万台 約１１．６千億円約１１．６千億円約１１．６千億円約１１．６千億円 １１．３ ０．３ 　　　　　　ＯＥＣＤ諸国以外ではこれまでの伸び（４．０５％）を仮定。
大型用 ３０ｲﾝﾁ以上 約６．８百万台 約２．９千億円約２．９千億円約２．９千億円約２．９千億円 ２．３ （仮定２）　大型について年率１０％で伸びると仮定。
（光産業技術振興協会調べ） （ＰＤＰ　０．６） （仮定３）　単価を大型用７万円、中小型用１．５万円と仮定。

②パソコン用②パソコン用②パソコン用②パソコン用
＜国内＞ パソコンモニター用 ８百万台 約２．０千億円

ブラウン管 ５．２百万台 約０．８千億円 ＜世界＞ デスクトップＰＣ用 約２２５百万台 約３４千億円約３４千億円約３４千億円約３４千億円
液晶素子 ２．８百万台 約１．１千億円 ノートＰＣ用 約１１２百万台 約２２千億円約２２千億円約２２千億円約２２千億円

（機械統計）
＜世界＞ （仮定１）　年率１０％で伸びると仮定。
　（デスクトップ型パソコン用） 約１０８百万台 約１５．２千億円約１５．２千億円約１５．２千億円約１５．２千億円 ９．９ ５．３ （仮定２）　デスクトップＰＣとノートＰＣを２：１と仮定。

モニタ用ＣＲＴ １０１百万台 約９．９千億円 （仮定３）　単価をデスクトップＰＣ用で１．５万円、ノートＰＣ用で
モニタ用液晶 ７百万台 約５．３千億円 　　　　　　２万円と仮定。

　（ノートパソコン用）
ノートＰＣ用液晶 ２３百万台 約１１．０千億円約１１．０千億円約１１．０千億円約１１．０千億円 １１．０
（光産業技術振興協会調べ）

③携帯電話用・携帯情報端末（ＰＤＡ）用③携帯電話用・携帯情報端末（ＰＤＡ）用③携帯電話用・携帯情報端末（ＰＤＡ）用③携帯電話用・携帯情報端末（ＰＤＡ）用
＜国内＞ 携帯電話用液晶の国内市場 約６０百万台 約１．５千億円

（機械統計） ＜世界＞ 携帯電話用・ＰＤＡ用 約７．５億台 約１５千億円約１５千億円約１５千億円約１５千億円
＜世界＞ 携帯電話用液晶の世界市場 約４億台 約６．６千億円約６．６千億円約６．６千億円約６．６千億円 ６．６

（仮定１）　カラー型が１０％と仮定。 （仮定１）　２０１０年の世界人口（６７．９億人）のうち、３人に
（仮定２）　単価をカラー型２．５千円、モノクロ型１．５千円と仮定。 　　　　　　１人が利用、３年で買い換えると仮定。
（データクエスト調べ（台数）） （仮定２）　単価をカラー型（２千円(40%)）、モノクロ型（１千円
ＰＤＡ用液晶の世界市場 約１０百万台 約１千億円約１千億円約１千億円約１千億円 １ 　　　　　　(40%)）、ＰＤＡ（５千円(20%)）から、約２千円と仮定。
（電子情報技術産業協会調べ（台数））

④ビデオカメラ用、デジタルカメラ用、電卓用等④ビデオカメラ用、デジタルカメラ用、電卓用等④ビデオカメラ用、デジタルカメラ用、電卓用等④ビデオカメラ用、デジタルカメラ用、電卓用等
＜世界＞ 約２千億円約２千億円約２千億円約２千億円 ２ ＜世界＞ ビデオカメラ用・デジタルカメラ用・電卓用等 約５千億円約５千億円約５千億円約５千億円

（参考） ビデオカメラ 約１４百万台 約０．６千億円 （仮定）　２０００年から２０１０年までの①～③で求めた
デジタルカメラ 約１４百万台 約０．３千億円 　　　　　市場の伸び率（２．３倍）に準じるものと仮定。
（富士キメラ総研推計（台数））

⑤車載パネル用⑤車載パネル用⑤車載パネル用⑤車載パネル用
＜国内＞

（参考） ｶｰﾅﾋﾞ用液晶の国内市場 約２．５百万台 約３百億円 ＜世界＞ 車載パネル用 約３千億円約３千億円約３千億円約３千億円
（機械統計）

＜世界＞ 約１千億円約１千億円約１千億円約１千億円 １ （仮定）　年率１０％強で伸びると仮定。
（参考） ｶｰﾅﾋﾞ用液晶 約３．７百万台 約０．５千億円

ｶｰｵｰﾃﾞｨｵ用 約７７百万台 約０．２千億円
（富士キメラ総研推計（台数））

２０００年の世界市場合計（ＰＤＰを含む）２０００年の世界市場合計（ＰＤＰを含む）２０００年の世界市場合計（ＰＤＰを含む）２０００年の世界市場合計（ＰＤＰを含む） 約５．１兆円約５．１兆円約５．１兆円約５．１兆円 ２３．５２３．５２３．５２３．５ ２７．２２７．２２７．２２７．２ ２０１０年の世界市場合計（予測）２０１０年の世界市場合計（予測）２０１０年の世界市場合計（予測）２０１０年の世界市場合計（予測） 約１２兆円約１２兆円約１２兆円約１２兆円

図表１－２　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し図表１－２　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し図表１－２　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し図表１－２　ディスプレイ用デバイス市場の現状と見通し
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（１）４つのフラットパネルディスプレイ技術

　①液晶（ＬＣＤ）
・ 中小型、薄型、軽量、低消費電力の代表
　的なフラットディスプレイ。高精細表示
　も可能。
・ モバイル用途に向くとともに、パソコン
　用モニタとしての需要が拡大。中小型の
　テレビ用途でも実用化。

〔原理〕
・ 液晶素子は自らは発光せず、電界の強度
　により液晶分子の配向状態が変化し、光
　源からの光の伝搬をＯＮ・ＯＦＦするこ
　とにより、画像等の表示を得る。
・ 光源としてバックライトだけを用いる透
　過型と、外光を利用する半透過型・反射
　型がある。

②プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）
・ 大画面テレビ用のディスプレイを実現。
・ 原理的に大型化が容易である反面、画素
　の高精細化は困難である。
・ 他の方式より電力多消費。

〔原理〕
・ 発光原理は、蛍光灯と同様に、特定のガ
　スを挟んだ電極間で画素毎に放電を起こ
　し、その結果発生する紫外線で蛍光体を
　励起し、発色光を得る。

２．フラットパネルディスプレイの４つの技術と２つの駆動方式２．フラットパネルディスプレイの４つの技術と２つの駆動方式２．フラットパネルディスプレイの４つの技術と２つの駆動方式２．フラットパネルディスプレイの４つの技術と２つの駆動方式

    プラズマディスプレイの構造プラズマディスプレイの構造プラズマディスプレイの構造プラズマディスプレイの構造

液晶ディスプレイの原理液晶ディスプレイの原理液晶ディスプレイの原理液晶ディスプレイの原理

　フラットパネルディスプレイとしては、次の４つの技術が競合する。

　　　①液晶(ＬＣＤ)　　　　　　　　　；現在、パソコン用モニタ、携帯電話など広汎に利用
　　　②プラズマ・ディスプレイ(ＰＤＰ)；大型テレビに実用化
　　　③有機ＥＬ　　　　   　　　　　　；携帯電話用に一部実用化。今後の技術
　　　④フィールド・エミッション・ディスプレイ(ＦＥＤ)；今後の技術

　また、これらのディスプレイに画像情報を送って駆動する方式としては、パッシブ方式とアク
ティブ方式がある。

光の向き

蛍光体
（Ｒ）

１画素

アドレス電極

背面ガラス基板
　　静電体層
（反射層、ホワイトバック）

隔壁

保護層
（MgO）

静電体層
（透明誘電体）

表面ガラス

バス電極

表示電極
（透明電極）

蛍光体
（Ｇ）

蛍光体
（Ｂ）

光

電圧

ON

電圧

ＯＦＦ

偏光フィルター

偏光フィルター

偏光の向き

配向膜

液晶分子

液晶分子

（光が通らない）

（光が透過）
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③有機ＥＬ
　・ポスト・液晶（ＬＣＤ）として期待されるフラットパネルディスプレイ。
・ 輝度が高く、画質に優れるとともに、真空構造が不要で、薄型及び軽量化が可能｡
　液晶にくらべ応答速度が格段に速く（数m秒 vs. 数μ秒）、動画の描写に優れる。
・ モバイル用、中小型のテレビ用、パソコン用など、広汎な利用が見込まれる。
・ 消費電力は、現状でブラウン管（ＣＲＴ）よりも良く透過型液晶（ＬＣＤ）と同程度であ
るが、更に向上しつつある。
・ なお、現行より一桁上の発光効率のＥＬ材料
　が学会等で報告されており、これが実用化さ
　れた際には、消費電力は一段と低下し、寿命
　の問題も解決すると考えられている。

〔原理〕
・ 有機ＥＬは、有機薄膜に電流を流し、陽極と
　陰極から注入された正孔と電子の再結合エネ
　ルギーを光エネルギーに変換することにより
　発光する自発光型デバイスである。

（注）有機ＥＬ材料には、低分子系と高分子系が存在。

・ 低分子系 ； 既に一部で実用化。正孔輸送層などの

　　機能層を積層する。真空蒸着プロセスにより製造。

・ 高分子系 ； 試作段階。単層の高分子層が各機能

　を担う。インクジェットプリンタ技術を応用したプロセス

　　による製造を目指す。

④フィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）
・ ポスト・プラズマ・ディスプレイとして期待
  される大型フラットパネルディスプレイ。
・ 輝度が高く、ブラウン管（ＣＲＴ）より低消
  費電力。

〔原理〕
・ 画素毎に電子放出源を配置し、電界放出され
 た電子が蛍光体に衝突する際の発光現象を利用。
・ 電子放出源として、金属（モリブデン等）や
  カーボンナノチューブを用いる。

カーボンナノチューブを用いたＦＥＤカーボンナノチューブを用いたＦＥＤカーボンナノチューブを用いたＦＥＤカーボンナノチューブを用いたＦＥＤ

背面電極

ガラス基板 正孔輸送層

電源

透明電極

電子輸送層

発
光

有機ＥＬの発光原理有機ＥＬの発光原理有機ＥＬの発光原理有機ＥＬの発光原理

モリブデン鋼を用いたスピント型ＦＥＤモリブデン鋼を用いたスピント型ＦＥＤモリブデン鋼を用いたスピント型ＦＥＤモリブデン鋼を用いたスピント型ＦＥＤ

ガラス基板
    

アノード電極
    

蛍光体
    

アノード電圧    

    Va    

発光発光発光発光
    

カーボンナノチューブ
    

ゲート電極
    

カソ－ド電極    

絶縁体
    

ゲート電圧        Vg    

ガラス基板    

アノード電極    

蛍光体    

アノード電圧
    

    
Va
    

発光発光発光発光    

スピンタ型エミッタ    

ゲート電極    

カソード電極
    

絶縁体    

ゲート電圧

    
    Vg    

抵抗層
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（２）２つの駆動方式

　①パッシブ駆動
　〔動作原理〕
・ 電流を導く導線を格子上にはりめぐらせ、横の導線に順次パルス信号を送り、そのタイミ
ングに合わせて、縦の各導線にON・OFF情報を入れることにより、同一横線上の各縦線と交
差する場所の画素がON・OFFに応じて点灯する。

　〔長所／短所〕
　○構造が簡単であるため、製造し易く、コストが安い。大画面化が可能。
● パルス駆動のため、大画面化するほど瞬間発光輝度が大きくなければならない。

　
　②アクティブ駆動
　〔動作原理〕
・ マトリックス状に配置された画素の一つ一つにトランジスタを置き、それぞれの画素を
ON・OFFする。
・ トランジスタとしては、アモルファスシリコンまたはポリシリコンの薄膜トランジスタ
（TFT）が用いられている。

　〔長所／短所〕
　○隣接する画素の間の干渉がないなど、高精細化に向く。
○ 各画素に平均的に信号を送るため、大型化しても瞬間発光輝度は小さくても良く、耐久性
にも優れる。
● 生産コストが高い。
● 薄膜トランジスタ基板の大型化のためには、生産設備のための多額の投資が必要で、現時
点では３０インチ以下の大きさ。

　③現在の利用状況
・ プラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）とフィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）
は全てパッシブ駆動。
・ 中型の液晶（ＬＣＤ）はアクティブ駆動で、携帯電話用等の小型の液晶もパッシブ駆動か
らアクティブ駆動に変わりつつある。
・ 小型の有機ＥＬについてはパッシブ駆動の技術が先行したが、高精細用途向けでは、アク
ティブ駆動に変わりつつある。

１画素１画素１画素１画素
    

 

スイッチスイッチスイッチスイッチ

    

１画素１画素１画素１画素    

透明電極
アクティブ素子（ＴＦＴ）

ソースパスライン

ゲートパスライン

Ｙ電極

Ｘ電極
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３．ディスプレイ市場における各技術の競合関係３．ディスプレイ市場における各技術の競合関係３．ディスプレイ市場における各技術の競合関係３．ディスプレイ市場における各技術の競合関係

図表３－１　ディスプレイ技術の性能比較図表３－１　ディスプレイ技術の性能比較図表３－１　ディスプレイ技術の性能比較図表３－１　ディスプレイ技術の性能比較

（経済産業省技術調査室作成）

ディスプレイ 将来性
現状

（実用化段階）

・中小型を中心に引き続き広汎な利用が見込まれる。

・ブラウン管（ＣＲＴ）より消費電力が低い。
・耐久性が高い。
・現状では、輝度、動画描写等に課題。

･低コストで高画質。

・耐久性が高い。
･薄くできないという欠点あり。
･将来性は低い。

液晶

（ＬＣＤ）

･ノート型ＰＣ、携帯

　電話等の主流
･大量生産

･TV用の主流

･大量生産

ブラウン管

(ＣＲＴ）

フィールド・

エミッション・
ディスプレイ
（ＦＥＤ）

･試作段階

･大画面で薄型の技術で、将来技術が確立すればPDPに取って代わる

　可能性がある。
・消費電力はブラウン管（ＣＲＴ）より低い。
・高画質。
･将来、中小型でも可能性あり。

有機ＥＬ
･一部の携帯電話

　で製品化

プラズマ・

ディスプレイ
（ＰＤＰ）

･薄型･大画面TV

　用として製品化
　済み

･携帯電話等の携行用機器、ＴＶ用、パソコン用など、広汎な利用が見

　込まれる。
・現状で消費電力はブラウン管（ＣＲＴ）より低く、液晶（ＬＣＤ）と同程度。
･高画質。
・現状で耐久性に課題。
・発光効率と耐久性の高い材料の開発が研究課題。

･大画面で薄型の技術で展示用モニタや大型TV用に当面普及が見込ま

　れる。
・電力消費が大という欠点あり、生産コストも大。
・画素の高精細化が困難。

• 　中小型市場（１０.４兆円）においては、液晶（ＬＣＤ）が中心だが、有機ＥＬの技術が確立
されれば、かなりのシェアを取る可能性がある。発光効率と耐久性の高い材料の開発が有機Ｅ
Ｌの普及の鍵となる。

• 　大型市場（１.５兆円）においては、現状の技術はプラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）のみだ
が、エネルギー効率が悪く、フィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）の技術が確
立すれば、取って代わる可能性がある。

• 　フィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）は中型市場でも競争できる可能性があ
る一方で、アクティブ駆動のための基板の大型化が可能になれば液晶（ＬＣＤ）や有機ＥＬが
大型市場に進出することが見込まれる。

• 　なお、ブラウン管（ＣＲＴ）は、低コストと高画質により、テレビ、デスクトップ・パソコ
ン用として残るが、市場は減少すると見込まれる。

• 　これらの結果、２０１０年においてブラウン管（ＣＲＴ）の市場は約１.１～２.０兆円、液晶
（ＬＣＤ）と有機ＥＬとは約７.１～９.９兆円の市場でのシェア争い、プラズマ・ディスプレイ
（ＰＤＰ）とフィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）は約０.９～２.７兆円の市場
でのシェア争いとなることが予想される。
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図表３－２　２０１０年における用途別・技術別の需要シェア予測図表３－２　２０１０年における用途別・技術別の需要シェア予測図表３－２　２０１０年における用途別・技術別の需要シェア予測図表３－２　２０１０年における用途別・技術別の需要シェア予測

携帯端携帯端携帯端携帯端
末など末など末など末など

車載車載車載車載
パネルパネルパネルパネル

小･中型小･中型小･中型小･中型

（<30ｲﾝﾁ）

大型大型大型大型

（30ｲﾝﾁ<）
ノートPCノートPCノートPCノートPC

デスクデスクデスクデスク

トップトップトップトップ 2000年 2010年

用途別の需要の規模予測（２０００年→用途別の需要の規模予測（２０００年→用途別の需要の規模予測（２０００年→用途別の需要の規模予測（２０００年→２０１０年）２０１０年）２０１０年）２０１０年）

2.02.02.02.0 2.52.52.52.5 1.51.51.51.5 2.22.22.22.2 3.43.43.43.4 0.30.30.30.3 １１．９１１．９１１．９１１．９
1.01.01.01.0 1.21.21.21.2 0.30.30.30.3 1.11.11.11.1 1.51.51.51.5 0.10.10.10.1 5.15.15.15.1

用途別・技術別の需要のシェア予測（２０００年→２０１０年）用途別・技術別の需要のシェア予測（２０００年→２０１０年）用途別・技術別の需要のシェア予測（２０００年→２０１０年）用途別・技術別の需要のシェア予測（２０００年→２０１０年）

2.32.32.32.3

◎ ○ ◎

2.72.72.72.7

◎ △ ◎ ○ ◎

0.10.10.10.1

○

△ (注1)

　△　△　△　△ 　◎　◎　◎　◎ 　△　△　△　△ 　○　○　○　○

　○　○　○　○

　○　○　○　○

　◎　◎　◎　◎ 　○　○　○　○ 　△　△　△　△ 　◎　◎　◎　◎ 　○　○　○　○ 　◎　◎　◎　◎

０．５～０．５～０．５～０．５～
２．４２．４２．４２．４

総需要総需要総需要総需要
（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）

　○　○　○　○ 　△　△　△　△

　○　○　○　○ 　○　○　○　○ 　△　△　△　△ 　◎　◎　◎　◎ 　○　○　○　○

１．１～１．１～１．１～１．１～
２．０２．０２．０２．０

２．８～２．８～２．８～２．８～
６．０６．０６．０６．０

０．２～０．２～０．２～０．２～
０．６０．６０．６０．６

２．５～２．５～２．５～２．５～
５．７５．７５．７５．７

・携帯電話
・PDA
・AV機器パ
ネル
（ビデオカメ
ラ等）

・車内パネ

ル（計器類）
・カーナビ
・車載AV機
器パネル

パソコンパソコンパソコンパソコン
モニターモニターモニターモニター

ＴＶＴＶＴＶＴＶ

・家庭用テレビ

・デスクトップＰＣ用

　モニター
・ノートＰＣ用
　ディスプレイ

③プラズマ・③プラズマ・③プラズマ・③プラズマ・
　ディスプレイ　ディスプレイ　ディスプレイ　ディスプレイ
　（ＰＤＰ）　（ＰＤＰ）　（ＰＤＰ）　（ＰＤＰ）

④有機ＥＬ④有機ＥＬ④有機ＥＬ④有機ＥＬ

⑤フィールド・⑤フィールド・⑤フィールド・⑤フィールド・
　エミッション・　エミッション・　エミッション・　エミッション・
　ディスプレイ　ディスプレイ　ディスプレイ　ディスプレイ
　（ＦＥＤ）　（ＦＥＤ）　（ＦＥＤ）　（ＦＥＤ）

用途用途用途用途

ディスプレイディスプレイディスプレイディスプレイ

需要規模需要規模需要規模需要規模
（兆円）（兆円）（兆円）（兆円）

①ブラウン管①ブラウン管①ブラウン管①ブラウン管
　（ＣＲＴ）　（ＣＲＴ）　（ＣＲＴ）　（ＣＲＴ）

②液晶②液晶②液晶②液晶
　（ＬＣＤ）　（ＬＣＤ）　（ＬＣＤ）　（ＬＣＤ）

注１：有機ELの発光効率が飛躍的に向上し、パッシブ駆動や有機半導体駆動の大型画面が
　　　実現した場合には○。
注２：液晶と有機ＥＬとは、約７.１～９.９兆円（２０１０年）の市場で激しく競合するが、
　　　有機ＥＬの性能向上の度合いにより、将来のシェアは大きく変わりうる。
注３：ＰＤＰとＦＥＤを合わせた需要は約０.９～２.７兆円（２０１０年）である。

（経済産業省技術調査室推計）
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４．企業における取り組みと国際競争の状況４．企業における取り組みと国際競争の状況４．企業における取り組みと国際競争の状況４．企業における取り組みと国際競争の状況

○ディスプレイの生産・研究開発状況
① 液晶（ＬＣＤ）

・ 生産の現状は、既に韓国のサムスン社が世界市場の中でトップシェアを占めており、日
本企業ではシャープが、小型から大型まで一貫して生産しているが、他社はパソコンモ
ニター、携帯電話などに的を絞った生産形態をとっている。

・ 大型化への取組では、韓国のサムスン社が４０型ディスプレイの試作品を発表するとと
もに、サムスン社、ＬＧ社では既に１ｍを超える薄膜トランジスタ基板の生産ラインを
建設中。我が国では、シャープが３０型テレビを発売しており、日立製作所が１ｍ弱（920
×730cm）の生産ラインを建設した。

・ 経済産業省においては、平成１３年度補正予算により、次世代モバイル用表示材料技術
共同研究施設整備、低消費電力次世代ディスプレイ製造技術共同研究施設整備により、
モバイル性能向上に向けた基板のプラスチック化の開発や、低消費電力、低コストを実
現するための製造プロセス等の開発に着手した。また、エネルギー使用合理化液晶デバ
イスプロセス研究開発助成事業等を通じた駆動回路の基板への組込による液晶ディスプ
レイの高機能化、用途拡大に向けた取組などに取り組んでいる。

② プラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）

・ 生産の大半は、我が国のNEC、松下、富士通日立、パイオニアの４社が占めており、韓
国のサムスン社、ＬＧ社も生産を開始している。

・ 日本企業各社及び韓国のＬＧ社では、低消費電力化、高画質化に向けた活発な研究開発
が進められている。

• 　液晶ディスプレイについては、韓国のサムスン社が現在世界トップのシェアを持ち、さらに
同社やＬＧ社は大型の液晶基板の工場も建設中である。我が国としても１３年度補正予算で次
世代液晶ディスプレイの開発に着手している。

• 　有機ＥＬについては、ディスプレイを作り込む技術では、これまでは我が国企業が先行して
きたが、現在、韓国のサムスン社がＮＥＣと合弁で工場建設中であり、追随してきている。ま
た、材料開発では、日米欧が同一レベルで競争している。このため、１４年度から、高効率有
機ＥＬデバイス開発プロジェクトに着手することとしている。

• 　大型市場においては、我が国企業各社はプラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）に注力しており
、カーボンナノチューブを用いたフィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）の開発
では、韓国のサムスン社が世界の最高水準にある。一方、カーボンナノチューブの材料開発に
ついては、米国と日本とが生産技術等で先行している。

• 　技術の変革期は、世界の業界地図が大きく塗り変わることが多く、基礎研究に強い欧米勢や
ベンチャー企業を含め、激しい競争が繰り広げられている。現在、我が国の家電各社は、これ
までディスプレイ技術で比較優位を有してきており、広汎な研究を行っているものの、長期的
な戦略を描ききれておらず、今後、先端的な技術に対して選択と集中による研究資源の戦略的
な投入が必要となっている。
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　④有機ＥＬ

・ 2000年に東北パイオニアがモトローラ社に世界で初めて携帯電話用ディスプレイを供
給。2001年にはサムスンＮＥＣモバイルディスプレイ（ＳＮＭＤ）社が携帯電話向けの
サンプル出荷を開始し、韓国釜山に工場を建設中。

・ 三洋電機とイーストマン・コダック社は有機ＥＬディスプレイ製造会社の合弁会社設立
に合意。コダック社は有機ＥＬの重要な特許（2004年等に特許切れ）を保有。

・ ソニーが１３型、サムスン社が１５型のフルカラーディスプレイを試作。パイオニアは
３型を試作するとともに、2002年秋に量産化予定。また、インクジェット方式による小
型ディスプレイを東芝、セイコーエプソンが試作。

・有機ＥＬ材料の開発では、低分子系の開発に、米国のコダック社以外にも日本の出光を
はじめ数十社が参入している一方で、高分子系では欧州のケンブリッジ・ディスプレイ・
テクノロジー（ＣＤＴ）社を中心にダウケミカル社、コビオン社、デュポン社が開発に
注力しているが、日本では住友化学のみ。

　⑤フィールド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）

・ カーボンナノチューブを用いる方式（ＣＮＴ－ＦＥＤ）では、サムスン社が試作品を発
表している。日本企業ではＮＥＣが動作原理を確認段階。

・ 方式の異なるモリブデンを用いたスピント型では、ソニーが米国ベンチャー企業との共
同開発により試作品を発表しており、商用化の目処をつけた模様。その他、日本企業で
は数社が各々の方式を用いたＦＥＤの研究開発を実施。

・ カーボンナノチューブについては、経済産業省における炭素系高機能材料技術の開発に
おける産業技術総合研究所、昭和電工他の取組など、量産化技術の開発が進んでおり、
日機装、三井物産、昭和電工などで量産化に向けた設備投資を実施。一方、米国でも、
ハイペリオン・キャタリシス・インターナショナル社が低質のカーボンナノチューブを
量産している。また、同社はナノチューブの重要な特許（2004年等に特許切れ）を保有

・ なお、カーボンナノチューブを用いる方式（ＣＮＴ－ＦＥＤ）で、画素の大きい広告用
大型スクリーン用等に用いられるものについては、伊勢電子において先行的に研究を実
施。

。
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図表４－２　「有機ＥＬ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－２　「有機ＥＬ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－２　「有機ＥＬ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－２　「有機ＥＬ」に関する米国特許の新規登録件数

出典：米国特許庁ＨＰを用いて作成

注　：タイトル、概要部分を対象に検索式は、 (((electroluminescen$ or "light emitting diode" or "light emitting
　　　　　diodes" or "light emitting device" or "light emitting devices") and (organic or polymer$)) or OLED$)を用いた。

図表４－１　「有機ＥＬ」に関する論文数図表４－１　「有機ＥＬ」に関する論文数図表４－１　「有機ＥＬ」に関する論文数図表４－１　「有機ＥＬ」に関する論文数

出典：ＩＳＩ論文データベースを用いて作成

注　：タイトル、キーワード、概要部分を対象に検索式は、((electroluminescen* or “light emitting
　　　diode*” or  “light emitting device*”) and (organic or polymer*)) or OLED*)を用いた。
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図表４－３　「カーボンナノチューブ」に関する論文数図表４－３　「カーボンナノチューブ」に関する論文数図表４－３　「カーボンナノチューブ」に関する論文数図表４－３　「カーボンナノチューブ」に関する論文数

出典：ＩＳＩ論文データベースを用いて作成

注　：タイトル、キーワード、概要部分を対象に検索式は、 (“carbon nanotube* “ or  “carbon nano
　　　tube*”)を用いた。

図表４－４　「カーボンナノチューブ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－４　「カーボンナノチューブ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－４　「カーボンナノチューブ」に関する米国特許の新規登録件数図表４－４　「カーボンナノチューブ」に関する米国特許の新規登録件数

出典：米国特許庁ＨＰを用いて作成

注　：タイトル、概要部分を対象に検索式は、 (nanotube$ or "nano tube" or "nano tubes" or ((carbon$ or
　　　　　graphite$ or fiber$ or filament$ or fibril$ or whisker$) and carbon and nano$)) を用いた。
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（１）有機ＥＬの特性

　①電流注入型の自発光デバイスである。

　②無定形基板へ、大面積の無定形薄膜を作成することが可能（薄型、軽量、任意形状）。

　③有機物質であることから、柔軟な材料設計が可能。

（２）研究経緯

・ 1950年代　A.Bernanoseが、有機色素を含む高分子薄膜への電界印可による発光現象を発

見

・ 1960年代　アントラセンなどの単結晶を用いた電荷注入型ＥＬの研究が始まる

・1967年　　白川らがポリアセチレンフィルムの合成に成功。その後の導電性高分子及び高

分子ＥＬ材料に関する研究の端緒

・1987年　　C.W.Tang（イーストマン・コダック）が、厚さ約50nmの真空蒸着薄膜を2層

積層することにより、高効率で安定した発光素子が得られることを発表

・1990年　　D.D.C.Bradleyらケンブリッジ大学グループが、共役系高分子のポリフェニレ

ンビニレン（PPV）の単層薄膜により、電荷注入型ELを観測したと発表

・ 1997年　　東北パイオニアが、世界で初めて車載用緑色モノクロディスプレイを実用化

・ 1999年　　プリンストン大学のグループが、燐光を利用した高効率素子を報告

・2000年　　東北パイオニア製の3色エリアカラーディスプレイを搭載したモトローラの携

帯電話が市販

（補論１）有機ＥＬの概要と産業へのインパクト（補論１）有機ＥＬの概要と産業へのインパクト（補論１）有機ＥＬの概要と産業へのインパクト（補論１）有機ＥＬの概要と産業へのインパクト

（３）有機ＥＬによる産業へのインパクト

 有機 ELの用途
用途 有機 ELを用いる利点 開発状況

フラットパネルディスプレイへの応用 低消費電力な自発光フラットデ
ィスプレイが可能

商品化段階

フレキシブルディスプレイへの応用 紙に代わるペーパーディスプレ
イ実現化が期待される

試作段階

照明用ライトへの応用 施工作業を必要としない照明用
ライトが可能

試作段階

スクリーンディスプレイへの応用 広告スクリーンの精細化 検討段階
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○フレキシブルディスプレイ

　プラスティック基板上に、有機トランジスタと有機ELを用いて、ディスプレイを実装する

ことにより、変形が自由自在なフレキシブルディスプレイの実現が期待される。

例① は大日本印刷が2001年４月に、例②はパイオ

　ニアが2001年５月に発表したカラー・フレキシブル

　有機ＥＬディスプレイの試作品。

　　なお、これらは「平成11年度マッチングファンド方

　式による産学連携研究開発事業」（ＮＥＤＯ、日本学術

　振興会）からの資金援助を得つつ、山形大学城戸助教

　授の指導の下、開発された成果を元に試作された。

○照明用ライト

　現在照明の主流となっている蛍光灯と同程度まで発光効率を上げることが可能になれば、

薄型軽量という特徴を生かして施工レス（壁や天井に貼り付けるだけで利用することができ

る）の照明の誕生を期待できる。

○スクリーンディスプレイ

　現在街角で見られる広告スクリーンなどの蛍光表示管や発光ダイオード（ＬＥＤ）の大型デ

ィスプレイは液晶パネルやプラズマ・ディスプレイ（ＰＤＰ）などに比べて精細度が低いが、

有機 EL の大面積化が可能になれば、より精細度が高く見やすいディスプレイを実現すること

ができる。

例①

例②
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（１）カーボンナノチューブの概要と研究経緯

 （カーボンナノチューブは、日本発のナノテクノロジーを代表する物質）
　・構成元素は、資源が無尽蔵の炭素C。
　・特殊なナノスケール構造（10-9m程度）が、工業的に有益な特性を生み出す。
　・1991年に飯島澄男博士により発見。国際的評価が極めて高い。

 （研究経緯）

・ 炭素Cの同素体としては、グラファイトとダイヤモンドが古くから知られていた。
・ 1985年にフラーレン（Ｃ60）がKroto博士らにより発見される。
・ 1991年にカーボンナノチューブが飯島澄男博士により発見される。
・ 1998年にナノホーンが飯島澄男博士により発見される。
・ 2001年にナノコイルが大阪府立大学と豊橋技術科大学グループにより発見される。

（２）構造と特性

 （構造）
・ 炭素原子のみから成る立体構造で、6角形で構成される2次元的な蜂の巣格子（グラフェン
シート）を円筒状に丸めた形状。直径は1nm～数十nm程度、長さは1μm程度の物質。

 （特性）
① 化学的に安定。
② 電子特性として、金属的、半導体的なものが存在（ナノスケールの電界効果型トランジス
タや量子細線への応用）。
③ 優れた吸着特性（燃料電池の触媒（Ptなど）の担持材料への応用、燃料電池用の水素貯蔵
材料への応用）。
④ 優れた機械的特性を有する（複合材料への応用）。
⑤ アスペクト比（縦横比）が大きい形状（フィールドエミッションディスプレイのエミッタ
への応用、走査型プローブ顕微鏡の探針への応用）。

カーボンナノチューブカーボンナノチューブカーボンナノチューブカーボンナノチューブ*2*2*2*2

1985198519851985 1991199119911991 1998199819981998 2001200120012001

フラーレンフラーレンフラーレンフラーレン *1 *1 *1 *1

グラファイトグラファイトグラファイトグラファイト

ダイヤモンドダイヤモンドダイヤモンドダイヤモンド*1*1*1*1

ナノホーンナノホーンナノホーンナノホーン*2*2*2*2
ナノコイルナノコイルナノコイルナノコイル*3*3*3*3

（補論２）カーボンナノチューブの概要と産業へのインパクト（補論２）カーボンナノチューブの概要と産業へのインパクト（補論２）カーボンナノチューブの概要と産業へのインパクト（補論２）カーボンナノチューブの概要と産業へのインパクト

*1　広大フォーラム32期2号　一九九六年度ノーベル化学賞受賞者ハロルド・クロトー教授講演会より転載
*2　NEC Press Release 2001/08/30 .02より転載
*3　http://arc.eee.tut.ac.jp/research/nanotube/cvd/cvd_01.htmより転載
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カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）の用途（例）
用途 CNTを用いる利点 開発状況

フィールドエミッションディスプレイ（FED）
への応用

発光ディスプレイ低電力化が
可能。

試作段階

燃料電池電極への応用 触媒（Pt など）の担持材料。
触媒効率の向上が可能。

試作段階

複合材料への応用 高性能な樹脂等の強化、伝導性
付与材料。

応用検討
段階

電界効果型トランジスタ（FET）への応用 集積回路の高密度化。 基礎検討
段階

走査型プローブ顕微鏡（SPM：Scanning　Probe
Microscope）探針への応用

直径数 nmの探針が実現でき、
より微細な構造の観察が可能。

実用化段
階

水素吸蔵材料への応用 水素吸蔵能力を有する。 基礎検討
段階

ナノチューブを利用した化学反応への応用 特殊形状の物質合成が可能。 基礎検討
段階

（４）カーボンナノチューブの生産技術
  ○現在の主なCNT製造技術は、以下の３つ。
 　①アーク放電法
　　…欠陥が少なく品質の良いCNTが得られる。収量は少ない。
 　②レーザ蒸発法
　　…比較的高い純度の単層CNTを得ることができる。収量は少ない。
 　③化学気相成長法（Chemical Vapor Deposition CVD法）
　　…大量合成に向いている。

  ○カーボンナノチューブの量産には、日機装、三井物産、昭和電工などが取り組んでいる。

（３）カーボンナノチューブによる産業へのインパクト
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